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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第65期第２四半期累計期間及び第66期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、 潜在株式が存在しないため記載しておりません。第65期第２四半期会計期間及び第66期第２四半期
会計期間並びに第65期は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期

第２四半期 
累計期間 

第66期
第２四半期 
累計期間 

第65期
第２四半期 
会計期間 

第66期 
第２四半期 
会計期間 

第65期

会計期間 

自平成20年
10月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成21年 
９月30日 

売上高（千円）  19,286,976  17,653,754  8,567,928  7,997,629  37,768,395

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 196,780  293,382  △198,971  △103,036  270,770

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 8,239  157,238  △177,390  △103,543  △848,378

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  1,741,625  1,741,625  1,741,625

発行済株式総数（株） － －  7,033,000  7,033,000  7,033,000

純資産額（千円） － －  4,601,137  3,833,848  3,746,801

総資産額（千円） － －  18,739,640  16,351,071  17,378,090

１株当たり純資産額（円） － －  654.23  545.13  532.75

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 1.17  22.36  △25.22  △14.72  △120.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  5.00  －  5.00  10.00

自己資本比率（％） － －  24.6  23.4  21.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 661,460  644,078 － －  1,325,090

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,890  183,982 － －  △270,360

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △482,578  △790,202 － －  △1,012,990

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  355,496  259,103  221,245

従業員数（人） － －  1,073  1,031  1,084

2010/05/14 18:05:0510646944_第２四半期報告書_20100514180415

- 1 -



 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の平均人員（就業時間８時間換算による月

平均人数）を（  ）外数で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

従業員数（人）    1,031 （ ） 1,817

2010/05/14 18:05:0510646944_第２四半期報告書_20100514180415

- 2 -



（1）収容能力及び収容実績 

    当第２四半期会計期間の収容能力及び収容実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）客席数は、各店舗の客席数に営業日数を乗じて算出しております。 

  

    なお、当第２四半期会計期間の収容能力及び収容実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）客席数は、各店舗の客席数に営業日数を乗じて算出しております。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 

当第２四半期会計期間 
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

客席数（千席） 来客実績（千人） 

  
前年同四半期比

（％） 
  

前年同四半期比
（％） 

レストラン・バー事業  2,636  97.4  3,662  93.5

ケータリング事業 － －  83  102.9

その他の事業 － －  299  144.9

合計  2,636  97.4  4,045  96.2

地域別 

当第２四半期会計期間 
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

客席数（千席） 来客実績（千人） 

  
前年同四半期比

（％） 
  

前年同四半期比
（％） 

東京都  902  92.3  1,707  95.7

埼玉県  105  88.5  100  89.0

千葉県  189  108.3  219  117.4

神奈川県  171  112.9  175  93.9

滋賀県  104  79.8  68  76.9

大阪府  343  94.1  586  82.8

兵庫県  281  96.4  648  107.8

その他の府県  537  108.8  540  100.3

合計  2,636  97.4  4,045  96.2

2010/05/14 18:05:0510646944_第２四半期報告書_20100514180415

- 3 -



（2）仕入実績 

 当第２四半期会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

    なお、当第２四半期会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門別 
当第２四半期会計期間
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

前年同四半期比（％）

レストラン・バー事業    千円 1,919,242  92.1

ケータリング事業  101,155    97.8

その他の事業  239,055  115.2

合計  2,259,453  94.3

品目別 
当第２四半期会計期間
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

前年同四半期比（％）

料理原材料     千円 1,305,520  92.5

飲料  590,853  91.1

売店商品  291,367  111.0

その他  71,712  98.7

合計  2,259,453  94.3
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（3）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

    なお、当第２四半期会計期間の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

 当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

事業部門別 
当第２四半期会計期間
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

前年同四半期比（％）

レストラン・バー事業    千円 7,377,173  92.4

ケータリング事業  184,019  92.8

その他の事業  436,436  113.3

合計  7,997,629  93.3

地域別 
当第２四半期会計期間
（自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日） 

前年同四半期比
（％） 

東京都    千円 3,730,974  91.9

埼玉県  234,378  86.3

千葉県  226,840  107.0

神奈川県  420,841  93.3

滋賀県  157,379  70.5

大阪府  1,375,764  92.4

兵庫県  979,600  100.8

その他の府県  871,850  97.7

合計  7,997,629  93.3

２【事業等のリスク】
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   当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）経営成績の分析 

 当第２四半期会計期間における我が国経済は、世界的な金融市場の混乱が落ち着き始め、政府の経済対策などに 

より景気の一部に持ち直しの兆しが見られるものの、本格的な景気回復には至らず、失業率が高水準にあるなど依 

然として厳しい状況にあります。 

 外食業界におきましても、雇用不安や個人所得の減少などにより先行き不透明感は払拭されず、個人消費の冷え 

込みや外食頻度の減少、低価格志向の高まりによる業界内での低価格競争の激化など、経営環境は依然として厳し 

い状況にあります。 

 このような状況の下、当社は、常に「お客様感動満足提供企業」を目指すとともに、世の中の変化やお客様の変 

化に対応した現場力の強化を図り、より一層の食の安心・安全の追求と商品・サービスの提供価値を高めてまいり

ました。 

 当第２四半期会計期間における新規出店は、旬魚・串揚げ居酒屋「咲くら」、及びゴルフ場レストランの計３店 

舗を出店し、一方で不採算店舗や契約先の事由などにより７店舗を閉店いたしましたので、当第２四半期会計期間

末の店舗数は247店舗となりました。 

 当第２四半期会計期間における業績につきましては、お客様の来店頻度を高めるため「倶楽部ダイナック（顧客 

会員カード）」のポイント特別加算や創業51周年大感謝キャンペーンなどの全社的な販売促進の強化に取り組み、

売上の拡大に努めましたが、客単価の減少や不採算店舗の撤退による店舗数の減少などにより、売上高は7,997百万

円（前年同期比6.7％減）となりました。利益面では売上減少による利益減をＦＬ（材料費・労務費）コストのコン

トロールや販売費及び一般管理費の削減などに努めましたが、経常損失は103百万円（前年同期は経常損失198百万

円）、四半期純損失は103百万円（前年同期は四半期純損失177百万円）となりました。 

 事業部門別の概況は以下のとおりです。 

 レストラン・バー事業の出店・閉店及び業績の概況は、ほぼ前述でご説明のとおりであり、売上高は7,377百万円

（前年同期比7.6％減）、売上総利益は667百万円（前年同期比4.1％減）となりました。 

 ケータリング事業は、法人需要の掘り起こしに努めましたが、大型イベントなどの減少により、売上高は184百万

円（前年同期比7.2％減）、売上総利益は23百万円（前年同期比10.8％減）となりました。 

 その他の事業は、高速道路通行料金の割引などによる、サービスエリアの売店収入などが好調に推移し、売上高

は436百万円（前年同期比13.3％増）、売上総利益は65百万円（前年同期比43.9％増）となりました。 

  

（2）財政状態の分析 

 当第２四半期会計期間末の総資産は16,351百万円となり、前事業年度末と比べ1,027百万円の減少となりました。

その主な増減内容につきましては、以下のとおりです。 

 流動資産は、前事業年度末と比べ184百万円の減少となりました。これは主に売掛金160百万円が減少したことに 

よるものです。 

 固定資産は、前事業年度末と比べ842百万円の減少となりました。これは主に不採算店舗の撤退などにより、有形

固定資産200百万円、敷金及び保証金486百万円が減少したことによるものです。 

 負債は、前事業年度末と比べ1,114百万円の減少となりました。これは主に借入金720百万円、買掛金151百万円、

未払費用98百万円が減少したことによるものです。 

 純資産は、前事業年度末と比べ87百万円の増加となりました。これは主に利益剰余金86百万円が増加したことに 

よるものです。 

 この結果、自己資本比率は前事業年度末より1.8ポイント増加の23.4％となりました。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ37百万円増加の259百万円となりま

した。 

 なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、709百万円（前年同期は903百万円の資金使用）となりました。これは主に売上 

債権の減少322百万円に対し、仕入債務及び未払費用の減少1,343百万円があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、198百万円（前年同期は55百万円の資金使用）となりました。これは主に新規出

店に伴う設備、敷金及び保証金の支出95百万円に対し、敷金及び保証金の回収による収入349百万円があったことに

よるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、494百万円（前年同期は957百万円の資金獲得）となりました。これは主に借入 

金の収入と返済による純収入500百万円があったことによるものです。 

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、「（2）設備の新設、除却等の計画」に記載した事項を除いては、前事業年

度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

（a）重要な設備の新設・改修 

 当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、改修について

完了したものは以下のとおりです。 

 （注）１．投資金額には、敷金及び保証金を含んでおります。 

      ２．上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

（b）重要な設備の除却 

    （注）店舗設備の除却相当額は、既に平成21年９月期末に店舗等撤退損失として減損損失を計上しております。

  

第３【設備の状況】

店舗名 所在地 事業部門の
名称 設備の内容 

投資金額
資金調達
方法 

着手及び完了年月 完成後の増
加能力 
(増加客席数)

（席） 
総額

(千円) 
既支払額
(千円) 着手 完了 

旬魚・串揚げ

居酒屋 咲く

ら 

大阪市 

北区 

レストラン・

バー事業 
店舗新設  3,667  3,667 自己資金 平成22年２月 平成22年２月  36  

事業部門の名称 事由 
店舗数 

（店）  
設備の内容 閉店月 

 閉店による能力 

（減少客席数）（席） 

レストラン・バー事業 閉店   5 店舗設備 
  平成22年１月～ 

平成22年３月  
 △593
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までに発行された株式数は含  

      まれておりません。  

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  24,000,000

計  24,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  7,033,000  7,033,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 
単元株式数100株

計  7,033,000  7,033,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成22年１月１日～

平成22年３月31日 
 －  7,033,000  －  1,741,625  －  965,175
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（５）【大株主の状況】

  平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サントリーホールディングス株式

会社 
大阪市北区堂島浜二丁目１番40号  4,340,000  61.71

ダイナック従業員持株会 東京都新宿区新宿一丁目８番１号  244,400  3.48

鴻池運輸株式会社 大阪市中央区備後町二丁目６番８号  150,000  2.13

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  120,000  1.71

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  60,000  0.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  60,000  0.85

浦島 一隆 神戸市中央区  52,000  0.74

株式会社佐々木酒店 東京都新宿区高田馬場二丁目３番11号  47,500  0.68

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号  40,000  0.57

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号  35,600  0.51

計 －  5,149,500  73.22
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

    役職の異動 

（６）【議決権の状況】

  （平成22年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,032,500  70,325 － 

単元未満株式 普通株式         500 － － 

発行済株式総数  7,033,000 － － 

総株主の議決権 －  70,325 － 

1,400

14

  （平成22年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
10月 

11月 12月 
平成22年
１月 

２月 ３月

最高（円）  800  804  821  850  850  849

最低（円）  779  760  760  799  810  801

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役
社長 

営業統括本部
長 

代表取締役社
長 

－ 若杉 和正 平成22年３月１日

常務取締役 

品質保証統括
本部長 

品質推進本部
長 

常務取締役 
営業統括本部
長 

野々村 孝志 平成22年３月１日
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年10月１日から平成21年３月31日まで）並びに当第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日ま

で）及び当第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則

に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表

については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。なお、監査法人トーマツは、監査法

人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなっております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 259,103 221,245

売掛金 1,594,388 1,754,394

商品 33,172 40,448

原材料及び貯蔵品 171,918 202,472

その他 680,321 724,611

貸倒引当金 △90,000 △110,000

流動資産合計 2,648,904 2,833,172

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 4,997,327 5,096,693

その他（純額） 632,331 733,472

有形固定資産合計 ※1  5,629,659 ※1  5,830,165

無形固定資産 69,272 65,383

投資その他の資産   

敷金及び保証金 6,295,841 6,782,216

その他 2,088,965 2,178,597

貸倒引当金 △381,573 △311,444

投資その他の資産合計 8,003,234 8,649,368

固定資産合計 13,702,166 14,544,917

資産合計 16,351,071 17,378,090
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,524,896 1,676,707

短期借入金 2,380,000 2,700,000

1年内返済予定の長期借入金 2,600,000 1,900,000

未払法人税等 76,000 82,000

未払費用 1,533,858 1,631,918

賞与引当金 226,000 226,000

役員賞与引当金 14,000 4,400

その他 383,775 540,612

流動負債合計 8,738,529 8,761,637

固定負債   

長期借入金 2,300,000 3,400,000

退職給付引当金 1,324,206 1,318,085

役員退職慰労引当金 63,350 56,928

その他 91,136 94,636

固定負債合計 3,778,693 4,869,651

負債合計 12,517,223 13,631,288

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,741,625 1,741,625

資本剰余金 965,175 965,175

利益剰余金 1,124,212 1,037,303

自己株式 △99 △99

株主資本合計 3,830,913 3,744,003

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,935 2,797

評価・換算差額等合計 2,935 2,797

純資産合計 3,833,848 3,746,801

負債純資産合計 16,351,071 17,378,090
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 19,286,976 17,653,754

売上原価 17,079,557 15,614,615

売上総利益 2,207,418 2,039,139

販売費及び一般管理費 ※1  1,966,549 ※1  1,707,242

営業利益 240,868 331,896

営業外収益   

受取利息 574 410

受取配当金 176 176

保険事務手数料 948 939

受取補償金 － 2,222

違約金収入 2,398 －

法人税等還付加算金 2,354 －

その他 2,276 1,051

営業外収益合計 8,728 4,799

営業外費用   

支払利息 49,244 40,994

その他 3,572 2,319

営業外費用合計 52,817 43,313

経常利益 196,780 293,382

特別利益   

固定資産売却益 7,000 8,047

貸倒引当金戻入額 11,126 －

特別利益合計 18,126 8,047

特別損失   

固定資産除却損 26,527 7,208

減損損失 60,179 －

店舗閉鎖損失 35,687 －

店舗等撤退損失 － 35,532

その他 1,600 1,580

特別損失合計 123,994 44,321

税引前四半期純利益 90,913 257,109

法人税、住民税及び事業税 34,497 32,910

法人税等調整額 48,176 66,960

法人税等合計 82,673 99,870

四半期純利益 8,239 157,238
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 8,567,928 7,997,629

売上原価 7,800,553 7,241,543

売上総利益 767,374 756,085

販売費及び一般管理費 ※1  948,345 ※1  842,215

営業損失（△） △180,971 △86,129

営業外収益   

受取利息 230 197

保険事務手数料 471 465

受取補償金 － 2,222

違約金収入 2,398 －

法人税等還付加算金 2,354 －

その他 1,513 842

営業外収益合計 6,968 3,727

営業外費用   

支払利息 23,480 19,558

その他 1,487 1,075

営業外費用合計 24,968 20,634

経常損失（△） △198,971 △103,036

特別利益   

固定資産売却益 － 8,000

貸倒引当金戻入額 11,126 －

特別利益合計 11,126 8,000

特別損失   

固定資産除却損 20,832 1,930

減損損失 39,821 －

店舗閉鎖損失 8,941 －

店舗等撤退損失 － 3,654

特別損失合計 69,596 5,584

税引前四半期純損失（△） △257,440 △100,621

法人税、住民税及び事業税 19,001 16,945

法人税等調整額 △99,051 △14,023

法人税等合計 △80,050 2,922

四半期純損失（△） △177,390 △103,543
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 90,913 257,109

減価償却費 493,380 381,078

減損損失 60,179 －

店舗閉鎖損失 35,687 －

店舗等撤退損失 － 35,532

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,000 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,408 50,128

受取利息及び受取配当金 △750 △587

支払利息 49,244 40,994

売上債権の増減額（△は増加） 78,334 162,116

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,415 37,830

仕入債務の増減額（△は減少） △173,656 △151,811

未払費用の増減額（△は減少） 89,285 △77,622

その他 △76,626 △14,734

小計 653,998 720,033

利息及び配当金の受取額 750 587

利息の支払額 △49,745 △42,632

法人税等の還付額 77,543 －

法人税等の支払額 △21,086 △33,910

営業活動によるキャッシュ・フロー 661,460 644,078

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △340,576 △185,221

敷金及び保証金の差入による支出 △22,225 △15,925

敷金及び保証金の回収による収入 398,899 476,251

店舗等撤退による支出 － △105,218

その他 △38,988 14,096

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,890 183,982

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △430,000 △320,000

長期借入金の返済による支出 － △400,000

配当金の支払額 △52,578 △70,202

財務活動によるキャッシュ・フロー △482,578 △790,202

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 175,990 37,857

現金及び現金同等物の期首残高 179,505 221,245

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  355,496 ※1  259,103

2010/05/14 18:05:0510646944_第２四半期報告書_20100514180415

- 17 -



  

  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

 会計処理基準に関する事項の変更  該当事項はありません。 

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

（四半期損益計算書関係） 

  前第２四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めておりました「受取補償金」は、営業外収益の総 

 額の100分の20を超えたため区分掲記しました。なお、前第２四半期累計期間における「受取補償金」は、92千円であ

 ります。 

  前第２四半期累計期間において、店舗等の撤退の意思決定に伴う損失を「店舗閉鎖損失」として表示しておりまし 

 たが、より明瞭に表示するため「店舗等撤退損失」として表示することにしました。 

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  前第２四半期累計期間において、店舗等の撤退の意思決定に伴う損失を営業活動によるキャッシュ・フローの「店 

 舗閉鎖損失」として表示しておりましたが、より明瞭に表示するため「店舗等撤退損失」として表示することにしま 

 した。 

  前第２四半期累計期間において、店舗等の撤退に伴う支出を投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含 

 めて表示しておりましたが、金額的に重要性が生じたため、「店舗等撤退による支出」として表示することにしまし 

 た。なお、前第２四半期累計期間における「店舗等撤退による支出」の金額は27,374千円であります。  

  

当第２四半期会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

（四半期損益計算書関係） 

  前第２四半期会計期間において、店舗等の撤退の意思決定に伴う損失を「店舗閉鎖損失」として表示しておりまし 

 たが、より明瞭に表示するため「店舗等撤退損失」として表示することにしました。 
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当第２四半期累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期累計期間

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前事業年度末 
（平成21年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

8,445,383 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

8,112,182

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 530,800千円 

貸倒引当金繰入額 4,158  

賞与引当金繰入額 60,000  

役員賞与引当金繰入額 14,000  

退職給付費用 34,532  

役員退職慰労引当金繰入額 5,374  

減価償却費 4,454  

給与手当 450,797千円 

貸倒引当金繰入額 50,128  

賞与引当金繰入額 56,000  

役員賞与引当金繰入額 14,000  

退職給付費用 36,282  

役員退職慰労引当金繰入額 6,421  

減価償却費 6,169  

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 248,990千円 

賞与引当金繰入額 60,000  

役員賞与引当金繰入額 7,000  

退職給付費用 17,266  

役員退職慰労引当金繰入額 2,606  

減価償却費 2,330  

給与手当 207,836千円 

貸倒引当金繰入額 50,128  

賞与引当金繰入額 56,000  

役員賞与引当金繰入額 7,000  

退職給付費用 18,141  

役員退職慰労引当金繰入額 2,733  

減価償却費 3,142  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定  355,496

現金及び現金同等物  355,496

  （千円）

現金及び預金勘定  259,103

現金及び現金同等物  259,103
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当第２四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成22

年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの 

５．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成22年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるものが、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略し

ております。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係）

  普通株式  7,033,000株 

  普通株式  88株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 70,329 10.0  平成21年９月30日  平成21年12月24日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月７日 

取締役会 
普通株式 35,164 5.0  平成22年３月31日  平成22年６月14日 利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業

年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前事業年度末 
（平成21年９月30日） 

１株当たり純資産額 545.13円 １株当たり純資産額 532.75円

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     1.17円 １株当たり四半期純利益金額     22.36円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期累計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年３月31日） 

四半期純利益（千円）  8,239  157,238

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  8,239  157,238

期中平均株式数（株）  7,032,912  7,032,912

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額     △25.22円 １株当たり四半期純損失金額     △14.72円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期会計期間

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

四半期純損失（△）（千円）  △177,390  △103,543

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △177,390  △103,543

期中平均株式数（株）  7,032,912  7,032,912

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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 平成22年５月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・ 千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成22年６月14日 

  （注）平成22年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行ないます。  

  

２【その他】

35,164
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成21年５月11日

株式会社ダイナック 

  取締役会 御中   

  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 生越 栄美子 印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 池田 賢重  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイナ

ックの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの第65期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイナックの平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成22年５月11日

株式会社ダイナック 

  取締役会 御中   

  

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 東 誠一郎  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 池田 賢重  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイナ

ックの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第66期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイナックの平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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